
2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050カーボン
ニュートラル」の実現に向け、新築住宅に対する支援措置（住宅ローン控除など）
の見直しが行われ、令和４年分以後の所得税や令和５年度以後の市民税・県民
税に適用されます。� ◎問い合わせ　市民税課　☎23‒2123
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２
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教えて！

借入限度額 期間 借入限度額 期間令和4・5年入居 令和6・7年入居

新
築
住
宅
等

認定住宅
（認定長期優良住宅・認定低炭素住宅） 5,000万円 4,500万円

13年
5,000万円

10年

ZEH水準省エネ住宅 4,500万円 3,500万円
4,000万円省エネ基準適合住宅 4,000万円 3,000万円

その他の住宅 3,000万円 0円※ 13年／10年

既
存
住
宅

認定住宅
（認定長期優良住宅・認定低炭素住宅・ZEH
水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅）

3,000万円
10年 2,000万円

その他の住宅 2,000万円

改正後（控除率0.7％） 改正前（控除率1％）

省
エ
ネ
性
能
等

高

高

低

低

※令和５年までに新築の建築確認済みの場合、借入限度額：2,000万円
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